歯科検診・歯石除去費用助成事業実施要綱　
　（平成29年３月21日決定） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（目　的）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１条　歯科検診・歯石除去費用助成事業（以下「助成事業」という。)は，医療機関における歯科検診及び歯石除去の費用の一部を助成することにより，様々な全身疾患のリスクとなる歯周病等の予防，早期発見及び治療を促進し，もって健康の保持増進及び医療費の抑制を図ることを目的とする。
（対象者）

第２条　助成事業の対象者は，当該年度の４月１日現在において，満年齢が奇数年齢の組合員とする。
（受診方法）

第３条　歯科検診・歯石除去は医療機関において実施するものとし，受診の申込みは，組合員自らが希望する医療機関に直接行うものとする。
２　歯科検診のみ又は歯石除去のみを実施した場合も，この助成事業の対象とする。
３　診療費は組合員本人が医療機関に対し支払うものとし，その際受領した診療明細書及び診療費領収書（金額，医療機関名及び受診者氏名が明記されたもの。診療明細書の発行が困難な場合は歯科検診・歯石除去を実施したことが明記されたもの。以下「領収書等」という。）は，助成金の申請時まで組合員が保管するものとする。

４　歯科検診・歯石除去以外の治療を同時に実施する場合は，歯科検診・歯石除去に係る費用支払額を，医療機関において別途記入してもらう等の方法により明記するものとする。
（助成金の額）

第４条　助成金の額は，歯科検診・歯石除去に要した診療費（初診料，検査料，医学管理料等を含む。）として医療機関の窓口で支払う自己負担額（歯石除去を複数回実施した場合は合算可）とする。ただし，3,000円を限度額とし，100円未満の額は切り捨てるものとする。
（助成金の請求）

第５条　組合員が助成金を受けようとするときは，別紙様式「歯科検診・歯石除去費用助成金請求書」に必要事項を記入し，領収書等(写しで可)を添付して，地方職員共済組合広島県支部長（以下「支部長」という。）に提出するものとする。
２　前項の請求は，対象年度内に１回とし，歯科検診・歯石除去を実施した年度内に行うものとする。ただし，３月20日から３月31日までの間に実施した場合は，翌年度の４月10日までに請求するものとする。
（助成金の決定及び支給）
第６条　支部長は，前条による助成金の請求があったときは，その内容を審査の上，助成金額を決定し，請求者に通知した上で共済組合の給付金口座に振り込む方法により，助成金を支給するものとする。
（その他）
第７条　この要綱に定めるもののほか，事業の実施に必要な事項は別に支部長が定める。
　　　附　則

　この要綱は，平成29年４月１日から施行する。
　　　附　則

　１　この要綱は，平成31年４月１日から施行し，平成31年度分以降の助成から適用する。
　２　平成31年度分の助成については，前項の規定にかかわらず，第２条の助成事業の対象者
　　に加えて，平成31年４月１日現在において満年齢40歳及び50歳の組合員を助成事業の対象者とする。

　　　附　則

　この要綱は，令和４年７月７日から施行する。

